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電気通信審議会

 電気通信事業部会長 殿
郵便番号  １０５－０００３
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電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年１０月２０日付け郵通議第３１３３号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。
  別 紙 

1、 コローケーション等に関する手続の規定に係る「情報開示」のあり方について

（１）　意見

  接続事業者にとって、ユーザーの利用意思にできる限り応えていくことが、利用者利益の増大に努めることであると考えるので、東西ＮＴＴは「情報開示」の内容及び方法に関し、接続事業者が利用可能な通信用建物の現況（空きスペース等）あるいは周辺設備の状況等に関する情報に関し、調査時点での現況の使用可能状態の可否だけではなく、今後３ヶ月先程度の整備・提供計画についても、合わせて開示すべきと考えます。    

（２）　理由

  地域ごとの短期の提供計画が随時開示されることで、地域の接続事業者は、計画的な設備投資が行えるので、資本効率が向上するほか、ユーザーへのサービスの利用可能時期についても明確な計画の立案が可能となり、ユーザーへの提供計画が、具体的に説明できることとなるなどより一層のサービスの向上が期待できるため。

２、コロケーションに係る費用負担額について

（１）　意見

  今回の接続約款の変更案で定めた、東西ＮＴＴによる「立会費」あるいは、東西ＮＴＴが「工事・保守を行うときの負担額」に関し、ＤＳＬ等の新アクセスサービスの普及に鑑みて、今後２年以内を目処に見直しすることを、義務づけるべきであります。

（２）　理由

  今後普及が予想されるアクセス技術は、技術革新によりＦＴＴＨやＤＳＬ以外のものが台頭する可能性も大きいことから、当然、立会いの時間、工事・保守に係る費用を算定していた根拠も変化するものと考えられるからであります。

3、 ＤＳＬ関係の技術的条件の追加について

（１）意見

  ＤＳＬ関係の技術的条件に関し、今後、「ＤＳＬモデムの売切り制導入」を前提とした「端末の技術基準適合認定」の条項を追加すべきであります。

（２）理由

  その理由として、ユーザー負担の初期導入費用の軽減と低廉化による一層の普及拡大を図るためには、「端末の技術基準適合認定」を速やかに実施し、「ＤＳＬモデムの売切り制」を出きる限り早い時期に実施することが有望な普及策と考えるからであります。
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